
 

企画提案の募集に関する公示 

 

 

令和７年６月３０日 

関東運輸局交通政策部長 落合 裕史 

 

 

次のとおり、企画提案書の提出を招請します。                       

 

1.業務概要 

  (1)業務名及び概要 

公共交通の利用促進に向けた通勤手段における自家用車から公共交通への転換に関す

る調査 

  (2)業務内容 

 公共交通の利用促進に関する既往調査及びインセンティブ付与事例の収集・整理を行う

とともに、関東運輸局管内において、公共交通への転換（エコ通勤）を促す実証事業を実

施し、公共交通への転換量の可視化及び転換によるCO2削減量データを取得することで、

当該データに基づいたインセンティブ付与の有用性並びに効果的なインセンティブの付与

手法及び算定方法を検討 

  (3)履行期限 令和８年３月３１日 

 

2.企画競争参加資格要件 

  (1)予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 70 条及び第 71 条の規定に該   

当しない者であること。 

(2)関東運輸局における役務の提供等に係る一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けてお

り、3.(3)の期限までに資格審査決定通知書（写）の提出ができること。 

なお、応募資格を有する者の代理人が提案書を提出する場合は、委任状を添えて提出す

ること。 

   (3)関東運輸局長から指名停止を受けている期間中でないこと。 

  (4)警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとして、国土 

交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

   (5)労働者派遣法(第3 章第4 節の規定を除く。)の規定又はこれらの規定に基づく命令に違

反した日若しくは処分(指導を含む)を受けた日から 5 年を経過しない者でないこと。(こ

れらの規定に違反して是正指導を受けた者のうち、入札参加関係書類提出時までに是正を

完了している者を除く。) 

(6)労働保険・厚生年金保険・全国健康保険協会管掌健康保険又は船員保険の未適用及びこれ

らに係る保険料の未納がないこと。(入札参加関係書類提出時において、直近２年間の保険

料の未納がないこと。) 

   (7)その他請負業務の実施に必要となる措置を適切に遂行できる体制を有していること。 

 

3.手続等 

    (1)担当部局 

   〒231-8433 神奈川県横浜市中区北仲通５－５７ 横浜第二合同庁舎１７階 

         関東運輸局交通政策部交通企画課 

         電話045-211-7209 

         E-mail：ktt-koutsuu2@ki.mlit.go.jp 



 

    (2)説明書、仕様書、ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標についての適合状況の

交付期間、場所及び方法 

    交付期間：令和７年６月３０日から令和７年７月２２日までの間 

交付場所：(1)に同じ。 

    交付方法：交付を希望する場合は、(1)の担当課に事前連絡を行うこと。電子メール等に

て交付する。 

   (3)企画提案書、ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標についての適合状況の提出

期限、場所及び方法 

    提出期限：令和７年７月２３日（水）１７時００分 

提出場所：(1)に同じ。 

    提出方法：持参、郵送（書留郵便に限る。）、又は次のメールアドレスへ送信。（E-mail

：ktt-koutsuu2@ki.mlit.go.jp） 
            ※持参、又は郵送でご応募いただく場合は、企画提案書６部、資格審査決定通知書（写）１部を提出

願います。また、電子メールでご応募いただく場合は、資格審査決定通知書（写）も取り込んだ上

で、２０ＭＢ以下の容量にするとともに、送信後に上記の担当課あて電話連絡を必ずお願いし

ます。 

    (4)説明会の有無、日時及び場所等 

         当該企画提案募集にあっては、説明会の実施はありません。 

  (5)企画提案に関するヒアリングの有無、日時及び場所 

         当該企画提案募集にあっては、ヒアリングは実施しません。 

 

4.その他 

  (1)手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

    (2)関連情報を入手するための照会窓口は、３(1)に同じ。 

    (3)企画提案書の作成及び提出に要する費用は、企画提案者側の負担とする。 

    (4)提出された提案書は、当該提案者に無断で２次的な使用は行わない。 

  (5)特定されなかった提案書は原則返却する。 

ただし、メールにて提出された提案書又は返却を希望しない旨を提出する際に申し出た

提案書は返却しない。 

(6)提案書に虚偽の記載を行った場合は、当該提案書を無効にするとともに、記載を行っ   

た提案者に対して指名停止を行うことがある。 

  (7)特定した提案内容については、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平成１

１年５月１４日、法律第４２号）における、行政機関が取得した文書として開示請求者か

らの開示請求があった場合は、当該企業等の権利や競争上の地位等を害するおそれがない

ものについては、開示対象となる場合がある。 

  (8)提案が特定された者は、企画競争実施の結果、最適な者として特定したものであるが、会

計法令に基づく契約手続きの完了までは、国との契約関係を生じるものではない。 

    (9)本業務の全部を一括して、又は主たる部分を第三者に委託し、又は請け負わせては   

ならない。なお、「主たる部分」とは、本業務における総合的企画、業務遂行管理、手法

の決定及び技術的判断等をいう。 

  (10)契約履行過程で生じた成果物の著作権は、関東運輸局に帰属する。 

   (11)その他の詳細は説明書による。 


